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（計画Ｐ．１～１４）１１１１ 計画計画計画計画のののの基本理念基本理念基本理念基本理念／／／／計画計画計画計画のののの期間期間期間期間
本計画は、平成１８年に策定した第３期能代市老人保健福祉計画・介護保険事業計画を見直し、高

齢者に関する福祉事業と介護保険事業をはじめとする総合的な内容を定めるものです。

《《《《基 本 理 念基 本 理 念基 本 理 念基 本 理 念》》》》

地域地域地域地域でででで支支支支えあいえあいえあいえあい、、、、高齢者高齢者高齢者高齢者がががが住住住住みみみみ慣慣慣慣れたわがまちれたわがまちれたわがまちれたわがまち能代能代能代能代でででで、、、、

いつまでもいきいきといつまでもいきいきといつまでもいきいきといつまでもいきいきと安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるまちづくりらせるまちづくりらせるまちづくりらせるまちづくり
住み慣れた家庭や地域で元気に活躍できる環境を整えるとともに、高齢者が社会的役割を持っ

て自立する生活を尊重し、介護や支援が必要となっても一人ひとりが尊厳を持って心身ともに充

実した日常生活を実感できる高齢社会を地域全体でつくりあげていくことを目指します。

基本理念を実現するための目標

人 間 性人 間 性人 間 性人 間 性 のののの 尊 重尊 重尊 重尊 重全体目標全体目標全体目標全体目標
計画全体に関わる基本的な目標として「人間性の尊重」を掲げ、高齢者が社会

の一員として生きがいを持って健全で安らかな生活を送ることができるよう、

個人の自立と尊厳を守ります。具体的には、次の４つの個別目標を掲げます。

目標目標目標目標１１１１ 活力活力活力活力あるあるあるある高齢社会高齢社会高齢社会高齢社会のののの実現実現実現実現
高齢者の健康づくりや介護予防に努めるとともに、社会参加や交流の機会、

就労・学習機会の充実を図ります。

目標目標目標目標２２２２ 在宅生活在宅生活在宅生活在宅生活のののの総合支援総合支援総合支援総合支援
介護保険サービスと保健・医療・福祉サービスなどの連携により、包括的

な相談、支援体制を構築し、老後の生活の不安解消に努めます。

目標目標目標目標３３３３ 入所施設入所施設入所施設入所施設のののの整備整備整備整備
地域における既存施設の整備状況を十分に踏まえた上で、必要な施設サー

ビスの整備を促進します。

目標目標目標目標４４４４ 地域支援体制地域支援体制地域支援体制地域支援体制のののの構築構築構築構築
地域において高齢者の自立や高齢者の介護を支える仕組みの構築に努めま

す。

《《《《計画計画計画計画のののの期間期間期間期間》》》》
この計画は、平成２６年度を目標とし、介護保険法の規定により、一体的に策定する高

齢者福祉計画と併せて３年ごとに見直しを行います。

18年度 19年度 20年度 24年度 25年度 26年度21212121年度年度年度年度 22222222年度年度年度年度 23232323年度年度年度年度

目 標目 標目 標目 標

第３期計画 第５期計画第第第第４４４４期計画期計画期計画期計画
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２２２２ 高齢者人口高齢者人口高齢者人口高齢者人口とととと将来推計将来推計将来推計将来推計／／／／要介護認定者要介護認定者要介護認定者要介護認定者のののの推計推計推計推計
（計画Ｐ５～９）

高齢者人口高齢者人口高齢者人口高齢者人口とととと将来推計将来推計将来推計将来推計

本市の人口は、平成２６年度には5６,８４８人と見込まれます。一方､65歳以上の高齢者数は年々

増加し、平成２６年度に19,７８８人となります。高齢化率も3４．８%まで上昇し、市民の３人に

１人が高齢者という状況が見込まれます。

要介護認定者数要介護認定者数要介護認定者数要介護認定者数のののの推計推計推計推計

本市の要介護（支援）認定者数は、平成２６年度には3,５６９人となり、高齢者の認定者の割合も

1７．７%に上昇し、高齢者の６人に１人が要介護（支援）認定者という状況が見込まれます。
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（計画Ｐ．１５～２１）３３３３ 計画計画計画計画のののの体系体系体系体系

○○○○基本理念 地域基本理念 地域基本理念 地域基本理念 地域でででで支支支支えあいえあいえあいえあい、、、、高齢者高齢者高齢者高齢者がががが住住住住みみみみ慣慣慣慣れたわがまちれたわがまちれたわがまちれたわがまち能代能代能代能代でででで、、、、

いつまでもいきいきといつまでもいきいきといつまでもいきいきといつまでもいきいきと安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるまちづくりらせるまちづくりらせるまちづくりらせるまちづくり

全体目標全体目標全体目標全体目標：：：：人間性人間性人間性人間性のののの尊重尊重尊重尊重

活力活力活力活力あるあるあるある高齢社会高齢社会高齢社会高齢社会のののの実現 高齢者実現 高齢者実現 高齢者実現 高齢者のののの積極的積極的積極的積極的なななな社会参加社会参加社会参加社会参加１１１１ ⅠⅠⅠⅠ

高高高高

齢齢齢齢

者者者者

福福福福

祉祉祉祉

計計計計

２２２２ ⅡⅡⅡⅡ 画画画画在宅生活在宅生活在宅生活在宅生活のののの総合支援 自立生活総合支援 自立生活総合支援 自立生活総合支援 自立生活のののの支援支援支援支援

在宅介護在宅介護在宅介護在宅介護サービスサービスサービスサービスのののの基盤整備基盤整備基盤整備基盤整備ⅢⅢⅢⅢ

介介介介

ⅣⅣⅣⅣ 護護護護在宅介護在宅介護在宅介護在宅介護サービスサービスサービスサービスのののの質的向上質的向上質的向上質的向上

保保保保

ⅤⅤⅤⅤ 険険険険介護予防等介護予防等介護予防等介護予防等のののの推進推進推進推進

事事事事

３３３３ ⅥⅥⅥⅥ 業業業業入所施設入所施設入所施設入所施設のののの整備 施設介護整備 施設介護整備 施設介護整備 施設介護サービスサービスサービスサービスのののの基盤整備基盤整備基盤整備基盤整備

計計計計

ⅦⅦⅦⅦ 画画画画施設介護施設介護施設介護施設介護サービスサービスサービスサービスのののの質的向上質的向上質的向上質的向上

地域生活支援地域生活支援地域生活支援地域生活支援((((地域地域地域地域ケアケアケアケア))))体制体制体制体制のののの整備整備整備整備４４４４ ⅧⅧⅧⅧ地域支援体制地域支援体制地域支援体制地域支援体制のののの構築構築構築構築
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４４４４ 計画計画計画計画のののの主要課題主要課題主要課題主要課題とととと対応対応対応対応／／／／施策施策施策施策

ⅠⅠⅠⅠ 高齢者高齢者高齢者高齢者のののの積極的積極的積極的積極的なななな社会参加社会参加社会参加社会参加（（（（計画計画計画計画Ｐ．Ｐ．Ｐ．Ｐ．２２２２２２２２～～～～２４２４２４２４ほかほかほかほか））））
【【【【現状現状現状現状】】】】

①アンケート調査では、高齢者のいきがいや楽しみとして「友人等との語らい 「テレビ、ラ」、

ジオ等 「家庭菜園等 「趣味や旅行」など個人活動の割合が高い傾向にある一方、ボラン」、 」、

ティアや地域活動などの団体活動は低い状況にあります。

②地域間や年代を通じた重要なコミュニティとなる老人クラブの加入率が減少傾向にあることな

ど、組織的な活動は拡大していない状況にあります。

③一方、社会参加を促す情報やきっかけがあった平成19年の豪雨災害や秋田わか杉国体では、

高齢者の積極的な活動が大きな力となっています。

【【【【課題課題課題課題とととと対応対応対応対応】】】】

①高齢者自身が地域社会の中で、経験と知識を活かして積極的な役割を果たせる社会づくりを行

うため、社会活動や就労への参加を促します。

②活動の場や情報の提供を行っていくため、老人クラブや様々な自主的な団体の活動の立ち上げ

や発展に対して、各種支援を検討していきます。

【【【【施策施策施策施策】】】】

①老人クラブ活動への支援 地域によって異なる単位老人クラブ補助金の補

助率の統一を進めます。

②敬老会（式）の開催 地域によって異なる実施方法等の統一を検討し

ます。

③青空デイサービス事業の実施（新規） 農作業体験により、交流の場を提供し閉じこも

りを防止します。

④生涯学習の充実

⑤高齢者就業の支援
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ⅡⅡⅡⅡ 自立生活自立生活自立生活自立生活のののの支援支援支援支援（（（（計画計画計画計画Ｐ．Ｐ．Ｐ．Ｐ．２４２４２４２４～～～～３１３１３１３１ほかほかほかほか））））
【【【【現状現状現状現状】】】】

①アンケート調査では、行政が力を注ぐべきこととして約５割の方々が、高齢者福祉サービスや

介護保険サービスの充実と回答しています。また、高齢者を支える活動への支援や防災・安全

対策、相談体制の充実などの回答も多くなっています。

②高齢者世帯が占める割合は、秋田県の平均を上回っており、地域や家庭における扶養や家族介

護機能の低下につながっています。

③高齢者世帯の増加に伴い、日常生活支援に対する要望も増加傾向にあり、その内容も多様化し

ています。

【【【【課題課題課題課題とととと対応対応対応対応】】】】

①高齢者の自立生活を支援するため、増加する高齢者人口やニーズに対応した、持続可能な高齢

者福祉サービスを実施します。

整備の②介護保険以外の施設サービスを維持するとともに、需要に対応した民間等における施設

取組を促進します。

【【【【施策施策施策施策】】】】

○高齢者福祉サービス（市民ニーズの把握や事業効果の検証をしながら 「あれもこれも」か、

ら「あれかこれか」へ事業を転換し、より効果的な事業については重点的に取り組むことが

出来るよう、サービスの見直しを進めます ）。

①住宅改修費の助成

②生活支援ハウスの運営

③軽度生活援助サービスの実施

④緊急通報装置・ふれあい安心電話システムの設置

⑤訪問理容サービスの実施

⑥高齢者の外出支援事業

⑦家族介護用品支給事業

⑧徘徊高齢者家族支援サービス事業

⑨はり、きゅう、マッサージ施術助成事業

⑩シルバーパス事業

⑪百歳長寿祝事業

⑫地域福祉活動補助事業

⑬青空デイサービス事業（再掲）

○介護保険以外の施設サービス（民間の多様な整備を促進するとともに老朽化した施設のあり

方について見直しを進めます ）。

⑭養護老人ホームの運営

⑮ケアハウス等多様な住まいの整備促進

⑯老人憩の家の運営

⑰保坂福祉会館松寿園の運営

⑱高齢者保養センター松風荘の運営

⑲能代ふれあいプラザ・高齢者友愛センターの運営

⑳二ツ井町総合福祉センターの運営
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ⅢⅢⅢⅢ 在宅介護在宅介護在宅介護在宅介護サービスサービスサービスサービスのののの基盤整備基盤整備基盤整備基盤整備（（（（計画計画計画計画Ｐ．Ｐ．Ｐ．Ｐ．３３３３３３３３～～～～４２４２４２４２ほかほかほかほか））））
【【【【現状現状現状現状】】】】

①アンケート調査では、約５割の方々が、将来介護が必要となっても自宅で生活したいと回答し

ています。また、介護サービス基盤の整備による保険料の増加を望まない方々の割合も約５割

となっています。

②現在の在宅サービス基盤については、需要に応じた民間事業者の整備が進んでおり、必要なサ

ービスを安定して提供しています。

③平成18年度で新たに創設された地域密着型サービスでは、４カ所の小規模多機能型居宅介護

を整備し、住み慣れた地域での在宅生活を支援しています。

④医療処置後の在宅介護の不安から、施設系サービスの利用希望が増加傾向にあります。

【【【【課題課題課題課題とととと対応対応対応対応】】】】

①高齢者が自宅で生活を継続できるよう、在宅サービス及び地域密着型サービスに重点を置いた

計画的な整備が必要です。

②必要なサービス量を確保していくため、利用者の意向を的確に把握し、事業者へ適切な情報提

供を行います。また、高齢者の生活圏域を重視し、地域密着型サービスの充実等、地域バラン

スを考慮した支援体制の整備に努めます。

③介護保険料の負担を適切な水準で維持していくため、中長期的な視野で事業運営を行う必要が

あります。

④在宅介護の不安解消のため相談・支援機能を強化します。

【【【【施策施策施策施策】】】】

①介護サービス利用者の意向調査等により、利用者のニーズの適正な把握に努め、不足する場合

は事業者への情報提供を行います。

②小規模多機能型居宅介護の整備を図ります （３カ所）。

③適正な需要に基づかない基盤整備について事業者の指導に努めます。

④相談・支援活動の拠点として地域包括支援センター機能の強化を図ります。
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ⅣⅣⅣⅣ 在宅介護在宅介護在宅介護在宅介護サービスサービスサービスサービスのののの質的向上質的向上質的向上質的向上（（（（計画計画計画計画Ｐ．Ｐ．Ｐ．Ｐ．５５５５５５５５・・・・５６５６５６５６ほかほかほかほか））））
【【【【現状現状現状現状】】】】

①アンケート調査では、約６割の方々が介護保険制度に満足していると回答しています。一方、

「思ったほど家族の介護負担が減らない 「利用料の負担が大きい 「サービス回数に制限」、 」、

がある」等の不満がある方々は約２割となっています。

②介護保険のサービスについては、民間事業者の参入によりサービス向上と選択を可能としてい

ます。

③介護保険のサービス利用は「利用者の選択」にもとづくものとされていますが、利用者の選択

に資する情報提供の仕組みが求められています。

【【【【課題課題課題課題とととと対応対応対応対応】】】】

①在宅生活を継続していくため質の高い介護サービスが求められていることから、介護支援専門

員や介護員等の資質向上に取り組みます。

②事業者団体が行う各種研修会に対する支援や事業者間の連絡調整、情報共有を図ります。

③サービスの質の向上のため、不適切なサービスが行われないよう、介護給付費の適正化に努め

ます。

④利用者のサービス選択制度の周知や事業者情報の提供に努めます。

【【【【施策施策施策施策】】】】

①介護サービスに携わる人材の養成や就業後の質的向上のため、研修に関する情報提供を行いま

す。

②能代市が指定・監督権限を有する地域密着型サービス事業者について、計画的な研修参加や資

質向上のための指導を行います。

③困難事例の解決に向けた連携や情報共有などを目指し、介護支援専門員との情報交換会を開催

します。

④認定調査員等の研修の充実や相互の情報交換体制を充実します。

⑤事業者指導体制の強化やケアプランの抽出チェックを実施します。

⑥サービスガイドや市ホームページを活用した広報活動を実施します。
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ⅤⅤⅤⅤ 介護予防等介護予防等介護予防等介護予防等のののの推進推進推進推進（（（（計画計画計画計画Ｐ．Ｐ．Ｐ．Ｐ．５７５７５７５７～～～～５９５９５９５９ほかほかほかほか））））
【【【【現状現状現状現状】】】】

①アンケート調査では、約６割の方々が市の行う介護予防教室を知らないと回答していますが、

一方では多くの方々が転倒や物忘れ予防教室などを要望しています。

②介護予防の対象となる特定高齢者把握のための生活機能評価の受診率は約１割です。

③要支援認定を受けている方々のうち、介護予防サービスを利用している割合は約６割です。

【【【【課題課題課題課題とととと対応対応対応対応】】】】

①介護予防を継続的に推進するため、地域支援事業や予防給付、医療保険者による保健事業、地

域リハビリテーション対策などのサービスが、連続性・一貫性を持って提供されるよう体制づ

くりに努めます。

②特定高齢者の把握を進めるため、生活機能評価の受診率の向上に努めるとともに事後指導の充

実を図ります。

③認知症ケア対策を推進するため、認知症の原因となる疾病の予防や早期発見、また、介護者を

含めた支援体制の整備に努めます。

④要支援認定者に効果的な介護予防サービスが提供されるよう、適切なプランの作成に努めると

ともにサービス事業者等との連絡調整を行います。

【【【【施策施策施策施策】】】】

①元気な高齢者に対しての健康教育を行うとともに健康づくり活動の普及・啓発に努めます。

②特定高齢者に対しての健康教室や生活管理指導員の派遣等の介護予防事業を行います。

③要支援高齢者に対しての予防給付マネジメントを推進します。

④介護予防マネジメントの中核機関としての地域包括支援センターの機能強化を図ります。

⑤認知症サポーターの養成や、認知症に関する知識の普及啓発に努めます。
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ⅥⅥⅥⅥ 施設介護施設介護施設介護施設介護サービスサービスサービスサービスのののの基盤整備基盤整備基盤整備基盤整備（（（（計画計画計画計画Ｐ．Ｐ．Ｐ．Ｐ．４２４２４２４２ほかほかほかほか））））
【【【【現状現状現状現状】】】】

①アンケート調査では、２割の方々が将来介護が必要となった場合に施設を利用したいと回答し

ています。一方、介護サービス基盤の整備による保険料の増加を望まない方々の割合は概ね５

割となっています。

市内の特別養護老人ホームへの入所申込者のうち、既に他の施設に入所している人などを除い②②②②

た要介護４以上の在宅で重度の要介護者は約５０人と見込まれます。

③本市の施設整備割合は、国の定める標準割合を大きく超えていることから、新たな大規模施設

の整備は難しい状況にあります。

④第３期計画では定員２９人以下の小規模特別養護老人ホームの整備を計画しましたが、山本郡

内の施設整備後の動向を見守るため整備を見送っています。

⑤療養病床の再編に伴い、平成２３年度末までに介護療養病床の転換が求められています。

【【【【課題課題課題課題とととと対応対応対応対応】】】】

①重度者への対応や高齢者と介護者の安心感を確保するため、住み慣れた地域内に適正な施設整

備を推進する必要があります。

②施設整備は、確実に保険料の引き上げにつながることから、市民の理解と介護保険財政の状況

を踏まえた対応が必要です。

③介護療養病床の転換については、事業者との情報交換に努め、転換に伴う利用者の不安解消に

努めます。

【【【【施策施策施策施策】】】】

①民間事業者による小規模特別養護老人ホームの整備を促進します （１カ所）。
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ⅦⅦⅦⅦ 施設介護施設介護施設介護施設介護サービスサービスサービスサービスのののの質的向上質的向上質的向上質的向上（（（（計画計画計画計画Ｐ．Ｐ．Ｐ．Ｐ．５５５５５５５５・・・・５６５６５６５６ほかほかほかほか））））
【【【【現状現状現状現状】】】】

①国では、これまでの集団処遇的な施設サービス提供のあり方を見直し、家庭に近い居住環境下

でケアを提供するためのユニット型施設の整備を促進することとしています。

②施設サービスには、重度の認知症や医療依存度の高い高齢者などへの対応の強化が求められて

います。

【【【【課題課題課題課題とととと対応対応対応対応】】】】

①介護の質的向上の観点から個室ユニット化の推進が重要です。一方、個室化に伴う居住費等の

増額により、低所得者の入所が困難になることにも配慮が必要です。従来型多床室の施設につ

いては、入所者の人格を尊重したケアに努めるよう啓発します。

②利用者ニーズを的確に把握し、施設事業者への情報提供、意見交換に努めます。

【【【【施策施策施策施策】】】】

①小規模特別養護老人ホームの整備にあたっては個室ユニット化を推進します。なお、利用料が

低額で利用しやすい従来型多床室の需要も見込まれることから、既存施設を含めた整備バラン

スに配慮します。

②施設介護支援専門員や介護員等の資質向上に取り組みます。

③事業者団体が行う各種研修会に対する支援や事業者間の連絡調整、情報共有を図ります。

④利用者のサービス選択制度の周知や事業者情報の提供に努めます。
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ⅧⅧⅧⅧ 地域生活支援地域生活支援地域生活支援地域生活支援（（（（地域地域地域地域ケアケアケアケア））））体制体制体制体制のののの整備整備整備整備（（（（計画計画計画計画Ｐ．Ｐ．Ｐ．Ｐ．６０６０６０６０～～～～６９６９６９６９ほかほかほかほか））））
【【【【現状現状現状現状】】】】

①アンケート調査では、日常の悩みや介護の相談相手として家族や親戚、知人の割合が高く，市

や民生委員などの割合が低い状況にあります。また、行政が力を注ぐべきこととしては、高齢

者を支える活動への支援や防災・安全対策、相談体制の充実などの回答も多くなっています。

②少子高齢化や一人暮らし高齢者の増加などにより、家族や行政、介護サービス事業者だけで高

齢者を支えることが困難な状況が増えています。

【【【【課題課題課題課題とととと対応対応対応対応】】】】

①高齢者が介護や支援が必要になっても、長年生活してきた地域で暮らし続けることができるよ

う、高齢者を地域全体で支える必要があります。

②高齢者に対し継続的かつ包括的なケアを実施するため、地域包括支援センターを核とした地域

ケア体制を確立する必要があります。

【【【【施策施策施策施策】】】】

①日常生活圏域は 「能代地域」と「二ツ井地域」の２カ所の設定を継続し、地域に密着した面、

的整備を推進します。

②日常生活圏域ごとに設置した地域包括支援センターの機能の充実を図ります。

③要介護状態になることの予防のため介護予防マネジメント事業を実施します。

④高齢者のニーズを把握するため総合相談支援事業を実施します。

⑤高齢者の権利を擁護するため権利擁護事業を実施します。

⑥高齢者の状況や変化に対応した、包括的・継続的ケアマネジメント事業を実施します。

⑦要支援者の適切な介護予防サービス利用のため事業者との連絡調整を行います。

⑧特定高齢者の早期把握のため特定高齢者把握事業を実施します。

⑨特定高齢者に対し通所型介護予防事業を実施します。

⑩関係機関や団体、市民等との連携による地域ケア体制を整備します。
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（計画Ｐ．４３～５２）５５５５ 介護保険事業費等介護保険事業費等介護保険事業費等介護保険事業費等のののの見込見込見込見込みみみみ

介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用者数利用者数利用者数利用者数のののの見込見込見込見込みみみみ

サービス利用者数は、要介護認定者の増加とともに多くなります。居宅サービス利用者は、年々増

加傾向で推移し、施設サービス利用者は、市外の施設利用者の増加が見込まれます。また、地域密着

型サービスは、小規模多機能型居宅介護の新規開所による利用者の増加を見込みました。

介護保険事業費介護保険事業費介護保険事業費介護保険事業費のののの見込見込見込見込みみみみ

第３期計画の実績に今後のサービス利用者の推移と介護報酬の改定を見込んだ事業費は、平成２１

年度から２３年度までの３年間で約１６４億円となる見込みです。

20年度 21年度 22年度 23年度 （人）

施設サービス 621 634 643 645

地域密着型サービス345 370 420 445

在宅サービス 1544 1616 1674 1737

2510 2620 2737 2827
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20年度 21年度 22年度 23年度 (百万円)

地域支援事業 129 148 156 163

その他の給付 287 293 307 324

施設給付 1908 2023 2053 2061

地域密着型サービス801 876 923 927

在宅給付 1635 1875 2061 2258

4760 5215 5500 5733
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６６６６ 第第第第１１１１号被保険者号被保険者号被保険者号被保険者（（（（６５６５６５６５歳以上歳以上歳以上歳以上））））のののの介護保険料介護保険料介護保険料介護保険料
（計画Ｐ．５０～５４）

介護保険料基準額介護保険料基準額介護保険料基準額介護保険料基準額のののの算出方法算出方法算出方法算出方法

介護保険料基準額は、平成２１～２３年度の３カ年における介護保険事業費の見込額（約１６４

億円）を所得段階を調整した平成２１～２３年度の第１号被保険者の延べ人数で除して求めます。

介護保険事業費介護保険事業費介護保険事業費介護保険事業費のののの３３３３カカカカ年合計額年合計額年合計額年合計額

約約約約１６４１６４１６４１６４億円億円億円億円

公費負担 ５０％ 被保険者負担 ５０％

市負担 県負担 国負担 診療報酬支払基金交付金第第第第１１１１号被保険号被保険号被保険号被保険

（第２号被保険者保険料）者者者者のののの保険料保険料保険料保険料

12.5% 12.5% 2５% 30%20%20%20%20%

(２０%)(17.5%)

注： ）内は、施設給付費の負担割合（

第第第第１１１１号被保険者保険料号被保険者保険料号被保険者保険料号被保険者保険料としてとしてとしてとして必要必要必要必要なななな額額額額○法定負担割合の２０％の金額に諸計数を

約約約約２９２９２９２９億億億億７７７７千万円千万円千万円千万円乗じて約２９億７千万円が必要となりま

すが、基金の取り崩しと臨時特例交付金 ３カ年で保険料として

を充当することにより、３年間の保険料 負担していただく額 約２５億３千万円

負担額を約２５億３千万円としました。 基金の取り崩し額 約 ４億０千万円

臨時特例交付金額 約 ４千万円

介護保険料基準額介護保険料基準額介護保険料基準額介護保険料基準額

上記により保険料を算出し、第３期計画の保険料と同額に据え置くこととしました。

第第第第４４４４期計画保険料基準額期計画保険料基準額期計画保険料基準額期計画保険料基準額 ４４４４，，，，２００２００２００２００円円円円 （（（（１１１１カカカカ月月月月あたりあたりあたりあたり））））

介護報酬改定介護報酬改定介護報酬改定介護報酬改定へのへのへのへの対応対応対応対応

平成２１年度以降の介護報酬は、介護従事者の処遇改善のため引き上げが予定されています。報酬

引き上げにより必要となる保険料は、２分の１が国の介護従事者処遇改善臨時特例交付金で補てんさ

れ、残りの２分の１を保険料の引き上げで確保することとされておりますが、本市では、これに必要

、 。な保険料相当額についても介護給付費準備基金をさらに取り崩すことにより 保険料を据え置きます
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低所得者低所得者低所得者低所得者のののの軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置

世帯または被保険者本人が市民税課税となる第５段階と第７段階のうち、被保険者本人の収入また

は所得が一定以下の方々を対象として保険料を軽減します。

所得段階別保険料所得段階別保険料所得段階別保険料所得段階別保険料

所得段階 対 象 月額(円) 年額(円)

市民税世帯非課税で生活保護受給者及び老
第１段階 基準額×0.5 2,100 25,200

齢福祉年金受給者

市民税世帯非課税で課税年金収入額と合計
第２段階 基準額×0.5 2,100 25,200

所得金額の合算額が80万円以下の方

市民税世帯非課税で第１、第２段階に該当
第３段階 基準額×0.75 3,150 37,800

しない方

市民税世帯課税であるが、本人は非課税で第４段階 基準額×0.8
3,358 40,300課税年金収入額と合計所得金額の合算額が

80万円以下の方【【【【第第第第５５５５段階段階段階段階のののの軽減保険料軽減保険料軽減保険料軽減保険料】】】】

市民税世帯課税であるが、本人は非課税で
第５段階 基準額 4,200 50,400

第４段階に該当しない方

第６段階 基準額×1.08 本人が市民税課税で前年の合計所得金額
4,533 54,400

が125万円未満の方【【【【第第第第７７７７段階段階段階段階のののの軽減保険料軽減保険料軽減保険料軽減保険料】】】】

本人が市民税課税で前年の合計所得金額
第７段階 基準額×1.25 5,250 63,000

が125万円以上200万円未満の方

本人が市民税課税で前年の合計所得金額
第８段階 基準額×1.5 6,300 75,600

が200万円以上の方
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